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１．事業の位置付け・必要性

(1) NEDOの事業としての妥当性

【背 景】
国の戦略重点科学技術としてCCTは重要と位置付けられている。
世界をリ ドしている環境対策技術の優位性を保つともに次世代の高効率世界をリードしている環境対策技術の優位性を保つともに次世代の高効率
利用技術の基盤となる技術シーズの発掘も不可欠である。良質の石炭
資源の入手も徐々に難しくなることから、石炭適用範囲の拡大は今後の
地球環境問題やエネルギーセキュリティ－にとって重要である地球環境問題やエネルギーセキュリティ－にとって重要である。

【市場ニーズ（目的）】
・水銀対策の必要な北米の微粉炭火力の除去技術開発 将来の環境対策水銀対策の必要な北米の微粉炭火力の除去技術開発。将来の環境対策
を考慮した微量成分の分析法や挙動の解明。

・高灰融点炭やガス化効率の向上のため、次世代ガス化技術の開発。

【技術ニーズ】
・微粉炭火力での水銀排出規制(カナダ,米国)対応および環境対策技術の
世界トップの維持。世界トップの維持。

・次世代高効率ガス化のための低温ガス化技術の開発。

(ⅰ) 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
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(ⅱ) 次世代高効率石炭ガス化技術開発



１．事業の位置付け・必要性

(1) NEDOの事業としての妥当性

【抜粋】
＜技術戦略マップ2009／エネルギー分野＞

② 次世代高効率石炭ガス化技術開発② 次世代高効率石炭ガス化技術開発
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① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

１．事業の位置付け・必要性

(1) NEDOの事業としての妥当性

NEDOの中期目標（抜粋）
＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 ①技術開発／実証
ＮＯｘ／ＳＯｘ／煤塵等、地域の環境問題への対応に関する世界トップクラ
スの技術を有している。 ･･(略) ･･石炭等の化石エネルギーの利用効率をより
一層高めることも重要・・・水銀等の微量金属の排出規制強化も重要な課
題 (略)題 ･･(略)
第２期中期目標期間においては、地域の環境問題への更なる対応、ＣＯ２問
題等地球規模の環境問題への対応 ･･･(略)

本事業は、｢水銀等の微量金属の低減技術開発｣／ＣＯ2等の環境負荷低減の
ための｢次世代高効率石炭ガス化技術」の基盤技術開発であり、世界トップ
レベルの環境技術の維持を目的にしたものであり NEDOの中期目標に適合しレベルの環境技術の維持を目的にしたものであり、NEDOの中期目標に適合し
ている。

公益性は大きいが効果の実証に至るまでのリスクも大きく 民間企業だけでは実施困公益性は大きいが効果の実証に至るまでのリスクも大きく、民間企業だけでは実施困
難でありNEDOが実施する必要性や位置付けは明確である。

公益性：環境問題、エネルギーの安定供給の解決に貢献。
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リスク：開発期間が長い。実証試験(プラント評価)のために莫大な資金が必要。



１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性

★世界の石炭消費量

1990年 44 9億ｔ

★日本の優れたCCT

（脱硝 低低温EP 湿式脱硫）

★開発中のＣＣＴ

微量成分排出抑制1990年 44.9億ｔ
2005年 58.5億ｔ

2020年 77.1億ｔ

（脱硝､低低温EP､湿式脱硫）
トリプル10

NOx  ＜ 10ppm
SO2 ＜ 10ppm

微量成分排出抑制
石炭ガス化技術
CO2固定化･貯留技術など～

2020年 77.1億 SO2 ＜ 10ppm
煤塵 ＜ 10mg/m3N日本エネルギー経済研究所(2007)

ＣＯ2を含め､環境汚染が
深刻化する可能性大

我が国の優れたCCT技術により
世界の環境問題を解決

○世界をリードする日本の環境技術の優位性を保つ
○次世代の高効率技術の基盤となる技術シーズの発掘が必要

環境問題､革新的技術開発に寄与し､国際競争力のある基礎的な技術開発の加速･推進
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環境問題､革新的技術開発に寄与し､国際競争力 ある基礎的な技術開発 加速 推進
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１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性

革新的ゼロエミッション火力発電技術
(ⅰ) 微量物質排出削減技術
(ⅱ) 次世代高効率石炭ガス化技術(ⅱ) 次世代高効率石炭ガス化技術

３Ｅ
(ⅱ)次世代高効率石炭ガス化技術開発
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石炭サイエンス 地球温暖化対策
水蒸気ガス化による酸素消費量
低減による高効率化石炭利用テクニカル･プラットフォーム

米国･カナダの石炭火力発電所に
対する微量成分環境規制強化
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１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性
研究開発項目① 石炭利用 セ ける微量成分 環境 影響低減手法 開発

平成17年度：CCT推進事業

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

【事前調査】

平成17年度 推進事業
石炭利用プロセスにおける微量成分に関するアジアを中心とする動向調査

平成18年度：石炭利用プロセスにおける環境への影響低減手法の調査
挙動解明に係る調査／計測・分析手法に係る調査／高度除去技術に係る調査

データベース

微量成分 分析法

JIS化、ＩＳＯ化
微量成分

分析データ 登録

微量成分分析法
標準化

標準石炭サンプルバンク

脱硝
乾式EP

脱硫 湿式EP
煙
突

ボ
イ
ラ

金属Hg

金属Hg
高度除去技術の主な開発課題

標準石炭サンプルバンク

サ ク
活用・充実

石炭粒子

HgCl2

PM（灰粒子）

付着

ｽﾌﾟﾚ
ﾉｽﾞﾙ

金属Hg　　HgCl2

　脱硝触媒

溶解
HgCl2

③ 溶液への水銀吸収特性の解明

炭種の影響
米国炭

石炭 反応過程の知見 除去技術排煙処理設備

標準石炭サンプルの保管状況
(保管場所:産総研(AIST))

標準石炭試料 ② 水銀の灰への付着挙動の解明 ④ 廃水処理技術の開発① 高性能Hg酸化触媒の開発

微量成分の挙動解析に不足している項目

含有量 含有形態 揮発化 酸化反応 凝縮
脱硝
装置

電気
集塵器

湿式脱硫
装置

水銀 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
セレ

○ × ○ ○ × × × × ×

石炭 反応過程の知見 除去技術
評価手法

排煙処理設備
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ン
○ × ○ ○ × × × × ×

ホウ素 ○ × ○ ○ × × × × ×
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１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性

平成16～18年度：次世代高効率石炭ガス化発電プロセスの開発に関する調査

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発
【事前調査】

可採埋蔵量 9,091億ﾄﾝ
(WEC 2004)

石炭生産量
(IEA2005)

49.72億ﾄﾝ

微粉炭火力適
合炭種

ガス化
炭種拡大

大

52.7%47.3%

9 05億ﾄﾝ

億ﾄﾝ
炭種拡大

燃
料
比

瀝青炭･無煙炭

高品位炭
褐炭･亜瀝青炭

低品位炭
9.05億ﾄﾝ

高品位炭低品位炭
EAGLE炉（現状）

小 高品位炭低品位炭

灰溶融温度 （℃）

小

低 高

生成
ガス 低品位炭(高水分炭)噴流床ガス化 流動層ガス化

灰溶融しない
→ 低温ガス化

高水分対応
水蒸気ガス化

微粉炭

ガス

クエンチ
ガス高灰融点炭

には不向き

低品位炭(高水分炭)

・資源量が豊富
・利用が少ない

(高効率利用が困難)

噴流床ガス化

8

→水蒸気ガス化
微粉炭
微粉炭

(高効率利用が困難)
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２．研究開発マジメント

(1) 研究開発目標の妥当性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

(1)微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

① ガス状物質の一部は公定法が存在せず、
固体の石炭は､国際規格ISO､国内規格JISとも存在せず､

実施者によ て異なる手法を用いているのが現状である実施者によって異なる手法を用いているのが現状である。
標準化を目的とした分析技術の課題の整理と解決を目指す。

② 微量成分の分析データを加えてデータベースの拡充を図り、規格化に

(2) 高度除去技術

② 微量成分の分析デ タを加えてデ タベ スの拡充を図り、規格化に
資するデータの蓄積を行う。

[最終目標（平成２２年度）]
目標値 ：石炭火力発電設備の煙突出口濃度3μg-Hg/kWh

(2) 高度除去技術

設定根拠：カナダの石炭火力発電所向け基準(世界的に最も厳しい排出基準)
への対応技術を開発しておく必要性から設定。

[中間目標（平成２０年度）]
石炭火力発電設備 煙突出口濃度3 H / Whに向けた除去システム 選定

9

石炭火力発電設備の煙突出口濃度3μg-Hg/kWhに向けた除去システムの選定

２．研究開発マジメント

(1) 研究開発目標の妥当性

(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発 現在：委託先 公募中

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

（平成２３年度）
目 標 ：石炭多消費国向けの除去技術を開発する。
設定根拠：国連環境計画（UNEP）において 排出の抑制や輸出入の規制を

(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発 現在：委託先 公募中

設定根拠：国連環境計画（UNEP）において、排出の抑制や輸出入の規制を
目的とした条約制定の決定や2013年の調印を目指した交渉が始
まるなど、排出抑制に対する国際的な枠組みへの対応を視野に
設定。

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

設定。

[最終目標（平成２３年度）]
目標値 ：ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発
設定根拠：発電効率65％以上 (送電端)を成立させるための設定根拠 発電効率65％以上 (送電端)を成立させるための

石炭ガス化条件
[中間目標（平成２０年度）]

ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発に向けたプロセス選定
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ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発に向けたプロセス選定
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２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性

1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

① 分析技術は ガスとして存在する物質の一部は公定法が存在せず 固体① 分析技術は､ガスとして存在する物質の一部は公定法が存在せず､固体
の石炭は､国際規格ISO､国内規格JISとも存在せず､実施者によって異
なる手法を用いているのが現状である。したがって､精度､再現性､さら
に運用面で種々の問題が起きているため これらの標準化を目的としたに運用面で種々の問題が起きているため､これらの標準化を目的とした
分析技術の課題の整理と解決を目指す。

② 今後､国際的な標準化として認定されるように､微量成分の分析データ
を加えてデータベースの拡充を図り、規格化に資するデータの蓄積を
行う。

2) 高度除去技術2) 高度除去技術

① 高精度なサンプリング､分析技術を踏まえ､石炭火力発電設備の煙突
出口濃度3μg-Hg/kWh を目標値とする高度微量成分除去技術を開
発する発する。

② 各種調査を踏まえて､ラボ試験､小型炉燃焼試験などで炭種･運用条件
等の影響に関する試験などを行い､大型燃焼炉や排煙処理試験装置等
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等の影響に関する試験などを行い､大型燃焼炉や排煙処理試験装置等
における除去方式の選定や操作条件などの検討を行う。

２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性
研究開発項目① 石炭利用 セ ける微量成分 環境 影響低減手法 開発研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

微量成分分析機
高精度分析手法の標準化

分析

分析手法の確立
標準石炭サンプルの保管状況ガス状のホウ素･セレン：

分析
前処理法

国際標準化
の委員会へ

分析法標準化 促進(必要条件)

・微量成分挙動
解明

標準石炭サンプルの保管状況
(保管場所:産総研(AIST))測定法の精度評価､改良

とDB拡充

固体の石炭：微量成分の
拡充 規格化 資

微量元素の
挙動解明

高度除去技術の主な開発課題

の委員会へ
の提言

解明
・除去技術開発

金属Hg

DB拡充､規格化に資する
データの蓄積

脱硫 湿式EP
煙
突金属Hg

高度除去技術の主な開発課題

乾式EP脱硝

金属Hg

ボ
イ
ラ

金属H H Cl H Cl

除去技術の開発

石炭粒子

付着

ｽﾌﾟﾚ
ﾉｽﾞﾙ

脱硝触媒

溶解

金属Hg HgCl2

H Cl

③溶液への水銀吸収特性の解明炭種の影響
米国炭

HgCl2

12

PM(灰粒子） HgCl2

④廃水処理技術の開発①高性能Ｈｇ酸化触媒の開発 ②水銀の灰への付着挙動の解明
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２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

高温ガス配管

噴流床ガス化技術

石炭の部分燃焼による高温場で

圧縮機 GT G
乾式

ガス精製

高温ガス用GT高温集塵

脱ハロゲン

石炭の部分燃焼による高温場で
石炭ガス化、灰の溶融・排出

水
蒸
気
ガ

部
分
酸

ガス化
触媒

生成ガスの発熱量が低下
溶融灰からの熱回収が困難

排熱回収ボイラ

ガ
ス
化
炉

分
酸
化
炉

石炭チャー

酸
素

GST水蒸気

高効率化への大きな障害

ガス化剤に酸素を使用
酸素製造 多大な所内動力を消費 本プロジェクトの範囲酸素製造：多大な所内動力を消費

低温水蒸気ガス化や触媒ガス化などの新たなガス化プロセスに向けて、次の研究開発を行なう。

(1)低温ガス化 ：流動層ガス化､水蒸気ガス化の基礎プロセスの開発。
(2)触媒ガス化 ：低温ガス化に必要な低コストの触媒の探索および開発
(3)炉内流動解析：高速に移動する流動媒体の伝熱･流動などの解析

13

(3)炉内流動解析 高速に移動する流動媒体の伝熱 流動などの解析
(4)システム検討：高効率化を達成可能なシステムの最適化と効率の検討
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２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性
研究開発スケジ ルと実施内容

H24年度
当初 補正 現状 補正含

戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 561 ( 499 ) 818 ( 1,317 )164

H23年度 合計金額H19年度

92

H22年度

１ 石炭利用プロセスにおける微量成分の

H21年度H20年度

研究開発スケジュールと実施内容 (金額：百万円)

284 ( 499 ) 474 ( 973 )

43 ( 27 ) 84 ( 111 )
・コールバンクの拡充

・石炭中微量成分の分析手法の
　　　　　　規格化に資するデータ蓄積

ガ 状微量成分の高精度分析手法の開発

130

24

１．石炭利用プロセスにおける微量成分の
　　　　　　　環境への影響低減手法の開発

(1)微量成分の高精度分析手法に資するデータ蓄

60

17

・ガス状微量成分の高精度分析手法の開発
･排ガス内のホウ素、セレンの挙動の調査
・国連環境計画の水銀・石炭
　　パートナーシップへの対応

241 ( 332 ) 390 ( 722 )
・ラボ試験
・小型燃焼炉試験

106(2)高度除去技術 44

小型燃焼炉試験
・大型燃焼炉試験
　　　　　　H22年度前倒し分 ( 232 )
　　　　　　追加分：石炭多消費国炭 ( 100 )

・廃水処理技術の開発

－ ( 140 ) 0 ( 140 )

・水銀シミュレータの開発

(3)石炭多消費国向け除去技術の開発

公募中

H21年度 補正予算
による追加項目

・水銀シミュレータの開発

・石炭多消費国向けの除去技術の開発

278 - 344 ( 344 )

・水蒸気ガス化およびチャー燃焼の基礎研究
・常圧ホットモデルによる熱分解炉検討

32 34２．次世代高効率石炭ガス化技術開発

(1)低温ガス化

公募中

・常圧ラボスケール熱分解ホットモデル試験

・触媒ガス化の基礎特性および実用的な触媒探索
・ケミカルループを用いたCaの触媒的利用ガス化技術

・コールドモデルによる大量粒子循環システムの開発
高速高濃度粒子循環の評価のためのシミ レ シ ン

(2)触媒ガス化

(3)炉内流動解析

14

・高速高濃度粒子循環の評価のためのシミュレーション

・効率化を達成可能なシステムの最適化と効率の検討

(4)システム解析
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２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

研究開発実施者：公募により決定 (平成19年6月15日～7月17日)

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

プロジェクトリーダー
大木 章 教授 (鹿児島大学)

ＮＥＤＯ

出光興産(株)
3 ガス状微量成分

委託 委託

(財)石炭エネルギー
センター

委託

(財)電力中央研究所
3 ガス状微量成分の高精

バブコック日立(株)
1 ラボ試験

委託

3.ガス状微量成分
の高精度分析手
法の開発
・分析手法の実ガス
への適用性評価
ガス状ホウ素分析

センター
1.コールバンクの拡充
2.石炭中微量成分の分
析手法の規格化に資
するデータ蓄積

3.ガス状微量成分の高精
度分析手法の開発

･ガス状セレンの吸収剤の
選定

・最適サンプリング手法の
構築

1.ラボ試験
2.小型炉燃焼炉試験
3.大型燃焼･排煙処理装置
4.ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾂｰﾙ開発

・ガス状ホウ素分析
手法のISOへの提案

・国連環境計画の水
銀･石炭パートナー
シップへの対応

するデータ蓄積

(独)産業技術総合研究所
1 コ ルバンクの拡充

共同実施

構築
・ ガス状ホウ素分析手法の
ISOへの提案

・国連環境計画の水銀･
石炭パートナーシップへ
の対応 鹿児島大学

再委託

1.コールバンクの拡充
2.石炭中微量成分の分
析手法の規格化に資
するデータ蓄積

の対応 鹿児島大学
・廃水処理技術の開発

(1)微量成分の高精度分析手法の
標準化に資するデータ蓄積 (2) 高度除去技術

15
(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発 公募中 (平成21年7月24日～8月24日)
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２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

研究開発実施者：公募により決定 (平成19年6月15日～7月17日)

ＮＥＤＯ プロジェクトリーダー
林 潤一郎 教授 (九州大学)

委託委託

(財)石炭エネルギーセンター(株)ＩＨＩ

委託

(独)産業技術総合研究所 (財)石炭エネルギーセンター

2.触媒ガス化 (ケミカルループ)

(株)ＩＨＩ
1.低温ガス化
2.炉内流動解析
3.システム解析

(独)産業技術総合研究所
1.低温ガス化
2.触媒ガス化 (ケミカルループ)
3.炉内流動解析
4 システム解析

再委託 再委託

4.システム解析

大阪大学
・高速高濃度粒
子循環の評価
のためのシ

東京大学
・コールドモデ
ルによる大量
粒子循環シス

九州大学
・触媒ガス化の
基礎特性およ
び実用的な触

東北大学
・触媒ガス化の
基礎特性およ
び実用的な触

北海道大学
→ 九州大学

・水蒸気ガス化お
よびチャ 燃焼

群馬大学
・触媒ガス化の
基礎特性およ
び実用的な触

16

のためのシ
ミュレーション

粒子循環シス
テム開発

び実用的な触
媒探索

び実用的な触
媒探索

よびチャー燃焼
の基礎研究

び実用的な触
媒探索
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２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

全体計画（1回／年）

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

全体計画（1回／年）
PJ全体の計画、進捗を確認する

プロジェクトリーダー ：大木 教授（鹿児島大学）
開発責任者 ：藤原 所長（出光興産）開発責任者 ：藤原 所長（出光興産）
NEDO

推進会議（4回／年）
事業の計画､進捗､関連情報の交換
出光興産 電力中央研究所 石炭エネルギーセンター 産業技術総合研究所出光興産､電力中央研究所､石炭エネルギーセンター､産業技術総合研究所
オブザーバー：NEDO､IHI､岡山大学

ISO化の可能性調査（委員会､3回／年）
ホウ素､セレンのISO化､JIS化の提案書作成､審議提案
産業環境管理協会

外注委託

17

産業環境管理協会

２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

検討委員会（２回/年計画）
第三者で構成され､NEDOとともに研究の方向､計画､成果を審議する。第三者で構成され､ とともに研究 方向､計画､成果を審議する。
委員長：持田 勲 特任教授(九州大)

三浦 孝一 教授(京都大)､岡崎 健 教授(東工大)
守富 寛 教授 (岐阜大)､梅景 俊彦 教授(九州工大)
白井 裕三(電中研)､有森 映二(JPOWER)

ワーキンググループ会議（5～7回/年）
各委託先 再委託先及びNEDOによる研究開発成果 進捗状況各委託先､再委託先及びNEDOによる研究開発成果､進捗状況
の討議､確認
（委託先内にプロジェクトマネージャを設置：IHI）
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２．研究開発マジメント

(4) 情勢変化への対応等

(1) 「Cool Earth －エネルギー革新技術計画」 策定
(平成20年3月5日)

平成19年５月 総理のイニシアティブ「美しい星５０（クールアース５０）」平成19年５月､総理のイニシアティブ 美しい星５０（ク ルア ス５０）」
が発表され､「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して2050年までに
半減する」という長期目標を提案。

・国境を超えた汚染の広がりが懸念される水銀について、排出の抑制や輸出入

(2) 国連環境計画(UNEP)「水銀排出の抑制や輸出入の規制条約」
(平成21年2月20日)

国境を超えた汚染の広がりが懸念される水銀について、排出の抑制や輸出入
の規制をするための条約を制定することが2009年2月20日決定。

・国連環境計画(UNEP)の管理理事会(約１５０カ国が参加ナイロビ)で、2013年
の調印をめざして交渉を始めることで合意

・中国、インドも水銀に対象を絞った条約の制定に向けた委員会設置を受入。

(3) 基本計画の変更
「研究開発項目①「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発 に

国連環境計画（UNEP）において、排出の抑制や輸出入の規制を目的とした条約
制定の決定や2013年の調印を目指した交渉が始まるなど 排出抑制に対する

「研究開発項目①「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発」に
「(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発」を追加 」 (平成21年7月)

19

制定の決定や2013年の調印を目指した交渉が始まるなど、排出抑制に対する
国際的な枠組みへの対応を視野に設定した。（平成21年度補正予算による）

事業原簿 3.情勢変化への対応 45頁

4．プロジェクトの概要説明
(2) ｢研究成果｣ ｢実用化の見通しについて｣(2) ｢研究成果｣､｢実用化の見通しについて｣

研究開発項目①

石炭利用プロセスにおける微量成分の
環境への影響低減手法の開発

研究開発項目①

環境への影響低減手法の開発

20



１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

「社会的・経済的背景」

石炭を取りまく環境問題

Phase1 NOx SOx 煤塵 酸性雨

★我が国の環境基準、排出基準

規制項目

排水（排煙脱硫装置より） 石炭灰

環境 排出基準 排出基準 埋立基準 埋立地のPhase1 NOx、SOx、煤塵…酸性雨
Phase2 CO2、CH4、N2O…地球温暖化
Phase3 Hg、B、Se…微量成分

規制項目 環境

基準

排出基準

(有害物質）

排出基準

(その他）

埋立基準

（遮断型）

埋立地の

地下水基準

ｶﾄﾞﾐｳﾑ(Cd)

鉛(Pb)

六価ｸﾛﾑ（Cr6+）

砒素(A )

0.01

0.01

0.05

0 01

0.1

0.1

0.5

0 1

0.3

0.3

1.5

0 3

0.01

0.01

0.05

0 01

国連 欧米を中心に微量成分問題に

砒素(As)

総水銀(Hg)

ｱﾙｷﾙ水銀

ｾﾚﾝ（Se)

フッ素（F)

0.01

0.0005

不検出

0.01

0.8

0.1

0.005

不検出

0.1

15（海域）
8 （海域以外）

0.3

0.005

不検出

0.3

0.01

0.0005

不検出

0.01

0.8

国連、欧米を中心に微量成分問題に
関心が高まる
炭種によって輸入できない石炭もある

ホウ素（B)

亜鉛（Zn)

溶解性鉄（Fe)

溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ

1

8 （海域以外）

230 （海域）
10 （海域以

外） 2

10

10

1

溶出による基準値

将来的に良質な石炭資源の入手が難しく

溶解性ﾏﾝｶ ﾝ
（Mn)

ｸﾛﾑ（Cr）

銅(Cu)

2

3

p
m

]

5

6

輸入炭のセレン濃度将来的に良質な石炭資源の入手が難しく
なることから微量成分の観点でのエネル
ギー・セキュリティーの確保に寄与する技
術開発が必要 中

含
有

量
[p

p
2

3

4

5
輸入炭のセレン濃度
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術開発が必要

炭種

石
炭

中

0

1

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W X Y Z

１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

微量成分分析機
高精度分析手法の標準化

分析

分析手法の確立
標準石炭サンプルの保管状況ガス状のホウ素･セレン：

分析
前処理法

国際標準化
の委員会へ

分析法標準化 促進(必要条件)

・微量成分挙動
解明

標準 炭サンプ 保管状況
(保管場所:産総研(AIST))測定法の精度評価､改良

とDB拡充

固体の石炭：微量成分の
拡充 規格化 資

微量元素の
挙動解明

高度除去技術の主な開発課題

の委員会へ
の提言

解明
・除去技術開発

金属Hg

DB拡充､規格化に資する
データの蓄積

脱硫 湿式EP
煙
突金属Hg

高度除去技術 な開発課題

乾式EP脱硝

金属Hg

ボ
イ
ラ

金属H H Cl H Cl

除去技術の開発

石炭粒子

付着

ｽﾌﾟﾚ
ﾉｽﾞﾙ

脱硝触媒

溶解

金属Hg HgCl2

H Cl

③溶液への水銀吸収特性の解明炭種の影響
米国炭

HgCl2

22

PM(灰粒子） HgCl2

④廃水処理技術の開発①高性能Ｈｇ酸化触媒の開発 ②水銀の灰への付着挙動の解明
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１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

「事業目的の妥当性－微量成分研究の方向性」

微量成分は未知な研究分野のため 優れた除去技術開発には下記が必要微量成分は未知な研究分野のため、優れた除去技術開発には下記が必要
・ 我が国で使用される石炭中の含有量のデータ蓄積
・ 国際標準化された分析・測定技術
・ 利用システムにおける挙動の解析技術・ 利用システムにおける挙動の解析技術

微量成分の対策技術開発ステップ

挙動の解析理解

STEP1 STEP2 STEP3

除去 対策
データ蓄積

微量成分の対策技術開発ステップ
日本で利用

分析・測定
挙動の解析理解 除去・対策

技術 海外で利用

その他 未着手

Hg 終了 終了 開発中
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その他 未着手

１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

「事業目的の妥当性－ ２. 石炭中の微量成分分析」

• マイクロ波照射酸処理法＋ICP-AES/MS
– ふっ酸を使わなくても多くの微量金属の定量分析

・ マイクロ派照射酸処理法+ICP-AES/MS
－フッ酸を使わなくても多くの微量金属の

乾式酸化分解法

従来の石炭処理法の問題点

を可能とした
フッ酸を使わなくても多くの微量金属の
定量分析を可能とした乾式酸化分解法

(燃焼により石炭を灰化、アルカリにより灰を溶融し、硝酸で溶解）

湿式酸化分解法
(HClO4 ,HCl, HF,H2SO4､H3BO3等複数の酸を用い石炭を完全に分解）

感度→低
効率→低

マイクロ波支援分解法
Laitinen Lachas Rodushkin ら

HNO3+HCｌ+HF
HNO3+HCｌO4+HF

IPC-AES(OES):誘導結合プラズマ発光分光分析
Inductively coupled plasma atomic emission 
spectrometry (optical emission

従来の分解用試薬：
Laitinen, Lachas, Rodushkin ら
が提案した新たな分解用試薬：

HNO3/H2O2/minute HF

spectrometry (optical emission 
spectrometry)

ICP-MS:誘導結合プラズマ質量分析
Inductively coupled plasma mass 
spectrometry

・強酸（フッ酸）が必須
・腐食の問題、感度が低い
・分析時の塩素の干渉

マイクロ波加熱を援用したフッ酸
を用いない穏和な処理法の確立

HNO3/H2O2 or HNO3

分析法の国際標準化

・ISO提案

産総研の分析手法
・ マイクロ波加熱を応用したマイルドな処理法（低環境負荷）
・ 各国法より優位な高感度分析が可能
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ISO提案各国法より優位な高感度分析が可能
・ 国際標準法としてＩＳＯ提案



１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

・石炭中のセレン(Se)、ホウ素(B)は水銀と同様に揮発性が高く、石炭燃焼過程中で
ガス状に揮発した後 一部は灰の表面に濃縮し 一部は 後段の湿式脱硫装置で

「事業目的の妥当性－３．ホウ素、セレン（１）」

ガス状に揮発した後、 部は灰の表面に濃縮し、 部は、後段の湿式脱硫装置で
捕捉される。

・ホウ素、セレンは、灰表面からの溶出の問題、排水処理性能の問題が知られてい
る。

温度低下

ボイラ 排煙脱硫EP

揮発性：低

揮発性：中

揮発性：高 排煙

Hg F

る。

ボイラ 排煙脱硫

煙突

石炭

EP揮発性：高 排煙

石膏 煙突

Cr Cd Pb As

石膏、
排水灰

FB
・国内、国外の公定法に
存在しない。

ホウ素(B)

SeZn B Hg HgSe
国内、国外ともに
公定法が存在す

セレン(Se)

存在しない。
・従来慣用的に用いられて
いる吸収液により、比較的
高精度な測定が可能。
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将来のエネルギー・セキュリティー確保に向けた多炭種対応には
ホウ素、セレンの対策技術が必要 → まずは分析・測定技術の開発

公定法が存在す
るが、十分な精度
が得られない。

１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

事業目的の妥当性－分析・測定のポイント」

石炭中微量成分とガス状ホウ素(B)､セレン(Se)の分析・測定技術開発のポイント
一部はガス状のまま、
湿式脱硫装置へ

ガス状の
微量成分

燃焼

蒸発

固体

蒸発

固体

ガス状の微量物質
蒸発

固体

ガス状の
微量物質

燃焼での蒸発、
灰粒子の生成 ガス状の微量成分を溶液に吸収させる石炭と無機成分

固体

液体Minerals

C
O -Na+

OH

OH
C

石炭と無機成分

液体

固体

Minerals

C
O--Na+

OH

OH
C

石炭と無機成分

液体

固体

一部は、
灰に

石炭中の微量元素

灰粒子の生成 ガス状の微量成分を溶液に吸収させる

吸収液、
ガス配管

石炭と無機成分石炭と無機成分石炭と無機成分

ポイント １

固体を採取 固体を採取

石炭の灰石炭の灰

吸収液と、ガス配管の前処理

ポイント ２

ICP AES(OES) 誘導結合プラズマ発光分光分析

固体試料の分解・溶液化

ガス状微量物質の
サンプリング・前処理
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※：ホウ素(B)はICP-MS、セレン(Se)は原子吸光
分析法で溶液中の濃度測定を行う

--

固体（石炭・石炭灰）の
微量成分分析

ICP-AES(OES)：誘導結合プラズマ発光分光分析
Inductively coupled plasma atomic emission 
Spectrometry (optical emission spectrometry)

ICP-MS：誘導結合プラズマ質量分析
Inductively coupled plasma mass spectrometry

サンプリング 前処理



１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

除去技術開発の試験装置

H 連続CO SO

ラボ試験装置 小型燃焼炉試験装置 大型燃焼炉試験装置

6m3N/h

IDF可搬型AQCS（追設）

排ガス循環ライン

Hg連続
モニタ

CO2，SO2

モニタ

脱硫
脱硝反応管

SO3発生器
（管状炉/500℃）

250℃

ﾏｽﾌﾛｰ

H2SO4

N2

CO2

H2O＋HCｌ

触媒 集塵 脱硫G/C
石炭

空気/O2

AAP

５０００□６００

石炭

火炉

O2

酸素供給ライン

火炉

電気
集塵機

脱硫
装置

排ガス（CO2）
循環ライン

GRF

脱硝
触媒

GGH

A/H

煙突

電気炉
（max.500℃）

HCl＋水蒸気
発生器

（300℃）

N2

0発生器
Hg

反応管
（I.D.35×L700mm）

排気

灰ホルダ

ﾏｽﾌﾛｰ

CO2

Hg酸化触媒
（400℃）

Air

ﾏｽﾌﾛｰ

HCl ガスサンプリング

SO2モニタ

250℃

ﾏｽﾌﾛｰ

O2

N2

2%NO

SO2

CO2

バーナ

触媒

循環ライン

排煙処理 火炉

Hg0発生器
(ｳｫｰﾀｰﾊﾞｽ/17℃)

Hg0,Hg2+測定

SO3測定
HCl測定

ガスサンプリング

集塵

脱硫

G/C
脱硝
触媒

電気

電気炉
（反応部）

脱硫
装置

集塵機
模擬ガス
発生部
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模擬ガス 石炭燃焼排ガス
H19～20年度使用 H21年度～ 使用
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3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（１） 目標達成度

項目 最終目標 中間目標 成果
中間目標
に関する
達成状況

全体としての
目標達成

石炭 石炭 石炭コールバンク
の拡充

石炭データ：
109炭種

微量データ：
109炭種

石炭データ：
100炭種

微量データ：
40炭種

石炭データ：
100炭種

微量データ：
40炭種

○
順次分析

実施
109炭種 40炭種 40炭種

石炭中微量
成分の分析手
法の規格化

ISO規格提案 ISOガイダン
ス提案

ISOガイダンス
提案終了
ガイダンスと

○
ISO本規格
提案準備中法の規格化 ガイダンスと

して受理
提案準備中

ガス状ホウ
素・セレンの

ISO規格提案
JIS規格提案

ホウ素分析
手法のISO

ホウ素分析手
法の新規提案

○
ISO規格提案素 セレンの

規格化
JIS規格提案 手法のISO

新規提案
法の新規提案
終了

○
ISO規格提案

準備中

記号 ○ は、中間目標が達成済みであることを示す
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記号 ○ は、中間目標が達成済みであることを示す



3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（２） 成果の意義

特性 効果

データベースと試料の提供により
－国際競争力のある基礎的な技術

開発の加速
技術シ ズの発掘に資する

コールバンクの
拡充

石炭109炭種のデータベース
微量成分109炭種のデータベース
石炭試料の提供

－技術シーズの発掘に資する

微量成分の分析精度の向上

石炭試料の提供

微量成分の分析精度の向上
－我国の手法が国際標準となるこ

とで技術開発の競争力強化に資
する

石炭中微量成分の
分析手法の規格化

国際標準化に資する

－標準化により我国の手法が
普及するガス状ホウ素・ 普及する

－ホウ素・セレンの燃焼時の挙動
解明に資する

－ホウ素・セレンの対策技術開発

ガス状ホウ素
セレンの

高精度分析手
法の開発

国際標準化・国内標準化に
資する

29

素 セ ン 対策技術開発
に貢献

法 開発
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3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（３） 標準化の取組 (4) 成果の普及

１．コールバンクの拡充

（１）コールバンクデータベース登録ユーザ数：４０７ユーザー
（２）試料提供件数

平成１７年度 ： ２２０検体 平成１８年度 ： １８１検体
平成１９年度 ４ ８検体 平成２０年度 ２０２検体

２ 石炭中微量成分の分析手法の規格化

平成１９年度 ： ４５８検体 平成２０年度 ： ２０２検体
・普及方法 JCOALのホームページ上で関連研究者向けに公開中。

２．石炭中微量成分の分析手法の規格化

（１） ＩＳＯ２３３８０：２００８ ”Selection of methods for the determination of
trace elements in coal”, October 2, 2008. (2008年10月2日付 発行)

（２） ISO/TC27 “S lid i l f l ”技術委員会において 本プロジ クトで標準化

３．ガス状ホウ素・セレンの高度分析手法の開発

（２） ISO/TC27 “Solid mineral fuels”技術委員会において、本プロジェクトで標準化
活動を行った石炭中微量元素の分析ガイダンスが発行された（２００９）

（１） ガス状ホウ素測定法をISOのNWIに提案。（２００８）
（２） ガス状セレン測定法の国際標準化に向けた準備を実施。（２００９）

状 素 高度分析手 開発
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・普及方法 ISOのホームページ上で、発行されたガイダンスや、提案状況は公開中。



3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（５） 成果の最終目標の達成可能性

項目 最終目標
達成見
込み

課題と進捗項目 最終目標
込み

課題と進捗

コールバン
クの拡充

石炭データ：
109炭種

微量デ タ ○

コールバンクのデータベースのさらなる拡充を目指
し、コールバンクの既存一般分析に加えて、産総研法
による微量成分分析を行いデ タベ スの更なる拡微量データ：

109炭種

○ による微量成分分析を行いデータベースの更なる拡
充を産総研との共同実施にて進める。

石炭中微
量成分の

ISO規格提案 AIST法による国際標準の確立のために、国際ラウ
ンドロビンテスト等を通じ 精度 再現性 操作性等量成分の

分析手法
の規格化

○

ンドロビンテスト等を通じ、精度、再現性、操作性等
の検証を順次進める。
必要な他の組織とも共同して、石炭中微量成分の

分析方法の標準規格制定（ISOまたはJIS）に向けた分析方法 標準規格制定（ または ）に向けた
作業を継続する。

ガス状ホウ
素・セレン

ISO規格提案
JIS規格提案

ガス状ホウ素の測定法に関しては、NWIが採択され
た場合、採択されなかった場合のそれぞれの対応を
行うとともに 日本工業規格（JIS） 提案に向けの規格化

○
行うとともに、日本工業規格（JIS）への提案に向けて、
必要なデータを蓄積し、規格化を目指す。

ガス状セレンの測定法については、データを蓄積し、
開発した測定法を平成23年度までにISOへの提案を
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開発した測定法を平成23年度までにISOへの提案を
図る。

事業原簿 87頁

４．実用化の見通しについて

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（１） 成果の実用化可能性
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

公開 普 ）

コールバンクの拡充

公開（普及）

公開（普及） 検討微量成分データベース109炭種

石炭データベース100炭種

＋9炭種

石炭中微量成分の
分析手法の規格化

公開（普及）、検討微量成分データベース109炭種

NWI提案

分析手法の規格化
（ISO）

ガイダンス受理（一部利用可）

本規格化（普及）

ガス状ホウ素・
セレンの高精度

分析手法の開発

ホウ素
ISO

JIS

NWI提案 ガイダンス

提案 規格化（普及）

本規格化（普及）

分析手法の開発
JIS

セレン
ISO

JIS

挙動解析

提案

NWI提案

提案

規格化（普及）

規格化（普及）

規格化（普及）
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挙動解析

除去技術開発

事業原簿 88頁



４．実用化の見通し

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（４）波及効果
・ コールバンクの活用によるCCT技術開発の促進
・ 微量元素分析技術の利用による微量元素対策技術の促進微量元素分析技術の利用による微量元素対策技術の促進
・ ガス状ホウ素、セレンの挙動解明除去技術の開発

コールバンク
石炭中微量成分の
分析手法の規格化

ガス状ホウ素、セレンの
高精度分析手法の開発

微量成分の排出抑制という課題

コ ルバンク 分析手法の規格化 高精度分析手法の開発

ガス化・ CCS 既存の石炭利用技術 ホウ素、セレン

挙動解析
除去技術

温暖化対策 資源有効利用 経済性向上温暖化対策、資源有効利用、経済性向上

（５）今後の方向性

１．微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積の推進１．微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデ タ蓄積の推進
・コールバンクの拡充
・石炭中微量成分分析手法の規格化
・ガス状ホウ素・セレンの高度分析技術の開発
・国連環境計画の水銀パ トナ シ プへの対応（H21 追加）
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・国連環境計画の水銀パートナーシップへの対応（H21、追加）
２．排ガス内のホウ素、セレン挙動の調査（H22、追加）

3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(2) 高度除去技術

（１） 目標達成度

中間目標
試験内容
(年度)

項目 達成状況 評価

水銀排出量
3μg/kWh

19～20年度 水銀除去システムの選
定

小型炉試験により，
脱硝触媒＋集塵器＋脱硫装置

の組合せにより，
水銀排出量3μg/kWh以下を確認

◎

水銀排出量3μg/ 以下を確認

ラボ試験
（19年度）

触媒部酸化特性評価 HCl，SO2等の影響評価 ○

灰付着特性評価 温度，未燃分等の影響評価 ○

脱硫液吸収特性評価 L/G，pH等の影響評価 ○脱硫液吸収特性評価 / ，p 等の影響評価 ○

酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価 ○

機器構成の検討 除去率向上構造を検討 ○

小型燃焼炉 触媒部酸化特性評価 ３炭種での特性評価 ○小型燃焼炉
（20年度）

触媒部酸化特性評価 ３炭種 特性評価

灰付着特性評価 ３炭種，温度等の影響評価 ○

脱硫液吸収特性評価 ３炭種，L/G等の影響評価 ○

酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価 ○酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価

システムの評価 目標値を達成できる構成を提案 ○

廃水処理技術
（19～20年度）

脱硫廃水中の有害元素除
去技術

キレート繊維によりHg,B等の有害元素除去
を確認

○
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石炭灰中の有害元素除去 酸洗浄により有害元素除去を確認 ○



3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(2) 高度除去技術

（２） 成果の意義

・カナダ，米国等では発電所から排出される水銀量の規制強化が進んでおり，
本研究の成果をＰＲすることで 実用化の可能性は高い本研究の成果をＰＲすることで，実用化の可能性は高い。

・石炭焚火力の増設が急ピッチで進んでいる中国，インド等においても，
本技術の転用が可能である。

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組

特許出願状況

出願番号出願日 名 称出願番号

他５件出願準備中

P2009021630

出願日 名 称

2009.02.02 石炭焚ボイラの排ガス処理装置

社外発表等

他５件出願準備中

(4) 成果の普及等

社外発表等

2009.4.23 MEC6 (Mercury Emissions from Advanced AQCS for 

日 付 発表機関 タイトル
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～24 coal, 6th International Experts ) 
Workshop

Controlling Mercury 

４．実用化の見通しについて

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(2) 高度除去技術

（１）成果の実用化可能性

実用化までのシナリオ ●：基本技術確立▲：基本原理確認

20112010200920082007

高度除去

2012 ～ 2015 ～ 2020近傍

● 基本技術確立▲ 基本原理確認

高
度事事業化検討ラボ，小型炉試験

大型炉試験技術
（通常燃焼）

度
除
去
の

事
業
化実用化検討

事業化検討大型炉試験

▲ ●

の

高度除去
技術

（酸素燃焼）

ラボ，小型炉試験
大型炉試験

実用化検討 事業化検討

▲ ●
（酸素燃焼）

（２） 波及効果

本研究は，石炭焚発電所から排出される石炭灰，脱硫石膏を利用する分野等
に関連する。

（２） 波及効果
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に関連する。
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4．プロジェクトの概要説明
(2) ｢研究成果｣ ｢実用化の見通しについて｣(2) ｢研究成果｣､｢実用化の見通しについて｣

研究開発項目②

次世代高効率石炭ガス化技術開発

研究開発項目②
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次世代ガス化炉 (A-IGCC)効率ロードマップ
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次世代ガス(反応・反応器システム検討)

石炭

蒸気
ガス化反応系

（断熱系）

生成ガス＋水蒸気
T as low as possible!

but fast!
酸素

（断熱系）
灰

but fast!

石炭Positi e物性の活用

新反応系
石炭Positive物性の活用
中間生成物挙動の制御

反応の時空制御
気固流動
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気固流動

次世代高効率ガス化システムの選定

ガス化効率アップ(↑)条件

酸素(O )↓ 水蒸気(H O)↑ 二酸化炭素(CO )↑ガス化剤

※「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発｣で実施中

酸素(O2)↓ 水蒸気(H2O)↑ 二酸化炭素(CO2)↑

灰溶融 ↓

最適なシステム

ガス化剤：

ガス化温度 ↓温 度：

粒子媒体
CO2

最適なシステム

④高活性特性
→ 高活性・高反応性

熱分解炉
石炭､触媒

吸収材燃焼炉
乾式ガス

精製

空気

③循環流動層
＋熱分解炉離型ガス化炉

熱分解過程分離による反応速度向上

→ 高活性 高反応性

CO､H2

熱分解ガス

ガス化炉

発電機

水蒸気

ガスタービン
排熱回収
ボイラ

②低温ガス化炉､水蒸気ガス化
800～900℃低温ガス化による冷ガス効

熱分解過程分離による反応速度向上､
タール改質

チャー
チャー
＋媒体

媒体粒子

水蒸気

発電機

冷却水

蒸気タービン

①ガスタービン排熱循環
ガス化炉部分酸化量削減による冷ガス
効率向上

800 900℃低温ガス化による冷ガス効
率向上
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水蒸気空気､酸素(O2)

効率向上
熱エネルギー → 化学エネルギー



次世代ガス化炉(A-IGCC)コンセプト

次世代IGCC（A-IGCC）

ガス化炉石炭 GT STガス化炉石炭 GT ST

従来型 IGCC
燃焼

ガス化炉石炭 GT STガス化炉石炭 GT ST

蒸気タービンガス化 ガスタービン

冷ガス効率 80％

ガス化 ガスタービン 蒸気タービン

電力

電力

排ガス損失電力

蒸気タービン

排ガス
損失

ガス化 ガスタービン

電力

エクセルギー損出 エクセルギー損出

condenser
エネルギー再生

↓

復水
損失

condenser復水
損失

損失エクセルギ 損出 エクセルギ 損出

↓
冷ガス効率の向上

②ガスタービン排熱の再生利用
によるガス化効率
（冷ガス効率）向上

① 蒸気タービン比率の低減による
復水器排熱ロスの低減

（冷ガス効率）向上

41
総合効率で従来よりも最大9%の効率向上が可能

復水器排熱ロスの低減

発電効率の試算

ガス化反応系､ＧＴ､
ＳＴ､FC組み合わせ 水蒸気ガス化 1700℃級GT

低温ガス化 最適化流動層

Ａ－ＩＧＣＣ

ＳＴ､FC組み合わせ
た全体システムに
ついて解析を実施
し コンポーネント 70

流動層ガス化

排熱再循環 空力性能向上

噴流床ガス化炉

（実際は噴流床では不可）

し､コンポーネント
の最適組合せ､操作
条件を抽出.

17.1
50

60

70

[%
]

57.6%
61.3%

53.3%
55.9%

蒸気

＋2.6% 低温化の効果
高温ガス精製を仮定

システム効率を定
量的に計算し､効率

22.7

30

40

50

電
端

効
率 22.0

23.2

蒸気
タービン

量的に計算し､効率
に及ぼす各種要素
の影響を定量的に
明らかにし A-IGCC

34.9

44.2

10

20

30

発
電

31.3

ガス
タービン

明らかにし､A IGCC､
A-IGFCの設計指針
を得る． 0

10

ガス化炉

32.7

1500℃ 800℃
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排熱再循環 無し 有り

ガスタービン 1500℃級 1700℃級
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次世代高効率ガス化システムの概要

低温ガス化
ガス化温度の低温化(500℃→800℃)

粒子媒体
CO2

熱分解炉
石炭 触媒

乾式ガス
精製石炭､触媒

吸収材
燃焼炉 精製

ガスタービン

空気

CO､H2
熱分解ガス

ガス化炉

発電機

ガスタ ビン
排熱回収
ボイラ

チャー
媒体

ガス化炉 水蒸気

発電機

蒸気タービン

ガスタービン排熱の再生利用

チャー＋媒体

媒体粒子

冷却水
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ガスタ ビン排熱の再生利用
蒸気タービン復水量低減による排熱損失低減

水蒸気空気､酸素(O2)

次世代高効率ガス化システムの概要

ガスタービンの排熱をガス化炉に戻す（排熱再循環）①ガス化システム

特 徴項 目

・ガス化炉における発熱分（部分酸化）が減り、冷ガス効率*が向上する。
ガスタービン比率向上と合わせ、トータルとして発電効率が向上できる。

・熱エネルギー（排熱）を化学エネルギーに変換→エクセルギー（エネルギー
の質）が再生される。

①ガス化システム

の質）が再生される。

低温ガス化炉（７００～９００℃）、蒸気ガス化
・噴流床炉に比較し、昇温に必要な発熱分（部分酸化）を減らすことが可能となり、
冷ガス効率が向上する。

②ガス化条件

冷ガス効率が向上する。
・ガス化剤を酸素から蒸気にすることにより酸素製造動力の低減が可能。
・触媒利用によりさらなる低温化が期待できる。

循環流動層ガス化炉 ＋ 熱分解炉分離（ダウナー型）③ガス化炉構造 循環流動層ガス化炉 熱分解炉分離（ダウナ 型）
・ガス化反応（吸熱）、部分酸化反応（発熱）を個別にコントロール。
・熱分解炉分離により、低温ガス化のデメリットとなる反応速度低下を抑制、
さらにタールを改質。
部分酸化炉排ガスからＣＯ 回収可能

③ガス化炉構造

・部分酸化炉排ガスからＣＯ２回収可能。

低品位炭の利用（褐炭＋亜瀝青炭）
・上質な瀝青炭が逼迫していく中、低品位炭をエネルギー源として有効利用する。

④炭種
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・低温ガス化炉との組合せにより、ガス化反応に対する高活性特性を有効に利用。



3．研究開発成果について

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

（１） 目標達成度

開発目標項目 最終目標 中間目標(H21) 現状成果

システム検討 ガス化温度900℃以下
のガス化システム開発

ガス化温度900℃以
下のガス化システム
の選定

最適なガス化炉、GT,ST
の組合せを選定、検討
中選定

低温ガス化 ガス化温度900℃以下
の低温ガス化炉開発

ガス化温度900℃以
下の低温ガス化炉の
選定

循環流動層＋熱分解分
離ガス化炉を選定、検
討中選定 討中

炉内流動解析 循環流動層粒子フラッ
クス350kg/(m2・s)達
成装置 構築

循環流動層粒子フ
ラックス200kg/(m2・

条件 達成 シ

コールドモデル試験開始、
熱分解炉（ダウナー）構
造 検討成装置の構築 s)条件の達成、シミュ

レーション技術検討
造の検討

触媒ガス化 750℃触媒水蒸気ガス 850℃における触媒 850℃以下で高活性特触媒ガス化
化プロセスの構築 水蒸気ガス化プロセ

スの構築
性を示す触媒の検討
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3．研究開発成果について

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

(3)知的財産権等の取り扱い (4)成果の普及等

IHIから出願（2009 7）

特許 ： １件

IHIから出願（2009.7）

学術論文（査読有り） ： ７件

総説 著書 ： ３件総説、著書 ： ３件

国際会議、プロシーディングス ： 8件

国内会議、口頭発表 ：１7件
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４．実用化の見通し

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

（１） 成果の実用化可能性

A-ＩＧＣＣの開発にあたっては、研究開発段階毎にフェーズを分割し、それ
ぞれの目標達成度により次期フ ズへの進捗を判断するぞれの目標達成度により次期フェーズへの進捗を判断する。
フェーズ１ ： 原理実証（常圧）
フェーズ２ ： ベンチスケール試験（加圧）
フェーズ３ ： スケールアップ（パイロット試験 実証試験）

事業化までのシナリオ

フェ ズ３ ： スケ ルアップ（パイロット試験、実証試験）
フェーズ４ ： 商用化

フ ズ３

2007～2012 2013～2018 2019～2023 2024～2028 2029～

要素試験 ベンチ試験 ﾊﾟｲﾛ ﾄ試験 実証試験 商用化

2007～2012 2013～2018 2019～2023 2024～2028 2029～

要素試験 ベンチ試験 ﾊﾟｲﾛ ﾄ試験 実証試験 商用化

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３
フェーズ４

要素試験
高濃度粒子循環
流動層炉に環流
動層炉による低
温ガス化の可能

ベンチ試験
プロセス確認

ﾊ ｲﾛｯﾄ試験
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄに
よる連続試験

実証試験
実証機による
連続試験

商用化
商用運転

(スケールアップ
の確認)

(スケールアップ
の確認)

要素試験
高濃度粒子循環
流動層炉に環流
動層炉による低
温ガス化の可能

ベンチ試験
プロセス確認

ﾊ ｲﾛｯﾄ試験
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄに
よる連続試験

実証試験
実証機による
連続試験

商用化
商用運転

(スケールアップ
の確認)

(スケールアップ
の確認)

常圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験
（0.1t/d） （5t/d） （150t/d） （2000t/d）

温 化 可能
性追求

の確認) の確認)

常圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験
（0.1t/d） （5t/d） （150t/d） （2000t/d）

温 化 可能
性追求

の確認) の確認)
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スケールアップ：10倍（大型炉）～50倍（小型炉）
各フェーズ毎に５年間の研究期間が必要
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